様式第１号（第５条関係）

　年　　月　　日

大熊町長　
所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印


大熊町就労サポート補助金　交付申請書


　　年度において、大熊町就労サポート補助金の交付を受けたいので、大熊町就労サポート補助金交付要綱第５条の規定により、下記のとおり提出します。

記

	[bookmark: DC_Sd0016]１．企業の概要

	企 業 名
	


	法人番号
	

	代表者役職・氏名
	

	本社所在地
	

	電話番号
	
	メール
アドレス
	

	資本金
	千円
	従業員数
	人

	事業内容
	






	自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金の申請・交付決定時期
	申請時期：令和　　年度　第　　次公募
交付決定日：令和　　年　　月　　日




	[bookmark: DC_Sd0017]２．雇用計画

	地元常用従業員の増加予定数
	現在（　月　日）の地元常用従業員数
	　　人

	令和　年（１年目）
	　　人

	令和　年（２年目）
	　　人

	令和　年（３年目）
	　　人




	雇用計画の内容
	

	　※上記の増加要件を充足するよう、今後の事業展開や雇用の計画について簡潔に記載してください。

	操業開始日
	　　　年　　月　　日　
	




	３．補助事業計画　（実施するものすべてに✓マーク）

	申請回数
	回目

	過年度の
交付決定実績
	１回目：　　年度
	交付金額
	
	円

	
	２回目：　　年度
	
	
	円

	

	☐ ①通勤環境に関する取組　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	該当する
どちらかに
✓をつける
	☐　ア　今年度から新たに取り組む事業

	
	☐　イ　過年度交付決定を受けたことがあり、継続して取り組む事業
（交付決定を受けた年度：1回目　　　年度：2回目　　年度）

	補助事業の内容
	




	（記載例）●●市から1名、●●町から2名の通勤者に対して、就業規則第●条に準じて、2023年●月～2024年●月分まで支給した通勤費のうち、本事業期間内の2023年●月分～2024年●月分を補助対象経費として申請予定。

	補助事業
実施予定期間
	　　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日
※補助対象期間は、交付決定日から交付決定日が属する年度の２月末日まで

	申請予定の補助対象経費

		№
	補助対象
従業員名
	現居住地
（市町村名のみ）
	（ア）通勤手当
1ヵ月分(円）
	（イ）補助事業対象期間（ヵ月分）
	（ア）×（イ）×1/2
申請予定金額(円)


	例
	大熊　熊野
	　いわき市
	31,600
	8
	126,400

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




	※行が足りない場合には追加して記載してください。
※申請予定金額は、補助対象経費の最大1/2の補助率をかけた金額を記載してください。

	Ａ　申請予定額（上限5,000千円）
	（円）

	

	☐ ②人材育成に関する取組　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	該当する
どちらかに
✓をつける
	☐　ア　今年度から新たに取り組む事業

	
	☐　イ　過年度交付決定を受けたことがあり、継続して取り組む事業
（交付決定を受けた年度：1回目　　　年度：2回目　　年度）

	補助事業の内容
	








	（記載例）当社では（●●事業拡大・△△の生産力強化・～～～の開発研究を進める等）にあたって、×××な専門性（知識・スキル・ノウハウ・資格）を有する人材が●名程度必要である。しかし、現在は（●●名に留まる・当該ノウハウや経験を有す人材が不足している）ため、以下のような事業を実施することを予定している。
・従業員のXXXスキル獲得に向けた社内研修の実施（研修テーマ、招聘候補者、実施回数）
・従業員のXXX資格取得e-learning講座の受講（●●株式会社提供の△△（講座名）全●回を予定）
・従業員の資格試験の受験補助（2023年●月開催予定「～～～資格試験」）

	補助事業
実施予定期間
	　　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日
※補助対象期間は、交付決定日から交付決定日が属する年度の２月末日まで

	申請予定の補助対象経費

		№
	補助対象
従業員名
	取り組み内容

	提供元、講座名、期間、受講形態、URL
	補助対象経費費目
	補助事業に要する経費（円）
	申請予定金額(円)
※支払額1/2
	添付資料

	例
	大熊　熊野
	1級電気工事施工管理技士資格取得のため、外部の講座を受講
	●●専門学校
1級電気工事施工管理技士 本科　
3カ月
e-learning講座
	受講料
	163,500
	81,750
	URL
●●専門学校講座受講パンフレット

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


※行が足りない場合には追加して記載してください。
※書ききれない場合には、別紙独自様式にて必要項目をもれなく記載の上、添付資料として提出しても構いません。
※申請予定金額は、補助対象経費の最大1/2の補助率をかけた金額を記載してください。

	Ｂ　申請予定額（上限2,000千円）
	（円）

	

	申請見込み総額
（ＡＢ合計：上限5,000千円）
	（円）


注１　人材育成に関する取組の中で、講座の受講、研修会の参加、資格試験の受験など外部のサービスを利用することを想定している場合には、当該サービスの概要がわかる資料を添付してください。

	４．添付資料


(1) 会社概要（パンフレット等）
(2) 誓約書（様式第１号別紙１）
(3) 役員名簿（様式第１号別紙２）
(4) 第３条第２項に定める補助対象従業員の雇用契約書の写し
(5) 通勤環境に関する取組を行う際には、通勤手当又はこれに準ずる規定
(6) 人材育成に関する取組を行う際には、専門家謝金及び旅費等を定めた規定
(7) 直近年度の消費税及び地方消費税納税証明書（その3又はその3の3）、町税の
納税証明書（大熊町への滞納がないことが確認できるもの）


様式第１号別紙１（第５条関係）

誓約書

当社は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、異議は一切申し立てません。当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。

記
１ 契約の相手方として不適当な者 
(1) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 
(2) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 
(3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 
(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

2 契約の相手方として不適当な行為をする者 
(1) 暴力的な要求行為を行う者 
(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 
(3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 
(4) 偽計又は威力を用いて甲又はその職員の業務を妨害する行為を行う者 
(5) その他前各号に準ずる行為を行う者 

令和　　年　　月　　日 
所在地　　　　　　　
事業者名　　　　　　
代表者名　　　　　　


様式第１号別紙２（第５条関係）


役員一覧


	役職
	氏名
	フリガナ
	生年月日

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	







【備考】
・法人の場合、法人登記簿に記載のある役員等をすべて記載してください。


